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研究成果の概要（和文）：ブロードバンド環境の普及と情報通信技術の進歩を背景に登場したOTT
（over-the-top）事業者にフォーカスをあて、成立しつつあるエコシステムの円滑な育成に資するための政策に
ついて検討を行い、OTT産業の発展によるメリットを享受するためには価格規制や参入規制といった従来型の生
産者規制ではなく、消費者利益の保護に直接フォーカスした規制の方が適合的であること、ネットワーク中立性
問題への対処は「行動規制＋個別判断」型が望ましいこと、さらに、ゼロレーティングについてはネットワーク
事業者自身の市場支配力に着目すべきことを明らかにした。

研究成果の概要（英文）：This study examines the newly emerging OTT-dominant ecosystem, which has 
become possible owing to the ubiquitous availability of broadband Internet as a result of the 
advancement of ICT. In particular, in this study, an optimal policy package to facilitate smooth 
development of this new ecosystem is considered. The conclusions drawn are as follows: a) Rather 
than focusing on disciplining the operators via price regulation and entry regulation and thereby 
finally protecting consumer welfare indirectly, such policies should focus on protecting the 
interests of consumers directly; (b) behavioral remedies coupled with case-by-case judgment are 
desirable when dealing with network neutrality issues; and (c) treatment for zero-rating should 
primarily deal with the market power of network operators.
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１．研究開始当初の背景 
本研究は、2010 年度から 2012 年度にかけ
て実施した基盤研究（C）（課題番号 22530230）
「ブロードバンド環境下の最適エコシステ
ムに関する研究」の後続研究として構成され
た。前研究では、インターネット利用の高度
化を背景に顕在化したネットワーク容量の
供給制約問題に対する対処を本質とするネ
ットワーク中立性問題に関し、日本と米国
（さらには欧米）といったインターネット先
進国相互間において中立性問題への対処方
法が本質的に異なる点を指摘し、インターネ
ット規制をめぐる議論において、わが国にお
いて成立しているブロードバンドエコシス
テムの構造を十分に反映した独自の政策論
議を行うことが必要であることを明示し、望
ましい競争環境を育成していくための制度
提案を行った。 
しかしながら、研究過程において、エコシ
ステムの理論的解析の面については、研究開
始後の情報通信技術の進歩を背景に新たに
主要な市場プレイヤーとなりつつある OTT
（over-the-top）事業者の影響を検討するこ
とが必要であることも合わせて明らかとな
った。ネットワーク設備の構築・運用を他者
に依存し、自らはブロードバンドインターネ
ット上に実現する付加価値の提供に注力す
る Google や Salesforce.com、あるいは
Amazon を典型例とする OTT 事業者は、ネット
ワーク事業者に死命を制される周辺プレイ
ヤーから、エコシステム全体の中心となる存
在へと大きくそのポジショニングを変えつ
つある。一方、従来は強大な市場支配力を誇
ったネットワーク事業者がエコシステムの
中核から排除されつつある。そのため、本研
究においては、ブロードバンドエコシステム
に対する支配力を日々増しつつあるOTT事業
者にフォーカスをあてつつ、急速に成立・変
貌しつつあるブロードバンドエコシステム
の検討をさらに深化させることとなった。 
 
２．研究の目的 
本研究では、ブロードバンド環境下におけ
る新たな競争枠組みを志向した応募者の先
行研究をさらに発展させ、OTT 事業者と新た
に生まれつつあるエコシステムに着目し、さ
らにインターネットガバナンスのあり方を
検討する。主要目的としては以下の二つを設
定した。 
(1)  OTT 事業者・産業への最適政策を構築す
るための基礎的知見の獲得 
従来の通信事業者に代わって、エコシ
ステムの中核としての地位を占めつ
つあるOTT事業者に対する消費者行動
の実態（特に個人情報の収集に関する
側面を中心に）を理論的・実証的に分
析し、競争力を有する日本型 OTT 産業
を育成するための課題について検討
する。 

(2)  現状のインターネットガバナンスを支

える必要条件と政策課題の分析 
現在、既存のインターネットガバナン
スの見直し機運が高まっているが、上
記1の分析を通じて現状のマルチステ
ークホルダーメカニズムを支えるた
めの必要条件を検討し、インターネッ
ト先進国の一翼を担うわが国政府が
とるべき政策について提案を行う。 

 
３．研究の方法 
本研究の主要目的を達成するための研究
計画・方法は以下のとおりである。 
(1)  ネットワーク事業者を中核としてきた
従来の two-sided market 理論や垂直統
合事業モデルの重心をOTT事業者に移し
て再構成を行い、最適課金メカニズムを
巡るモデル分析・理論分析を行う。また、
センシティブ情報やプライバシー情報
等の個人情報収集局面を捉え、OTT サー
ビスに対する消費者行動を実証的に把
握し、最適政策形成のための基礎的知見
を生み出す。 

(2)  １の知見を踏まえ、新たなガバナンスメ
カニズムを巡る各国政府やネットプレ
イヤー毎のスタンスを分析し、和製 OTT
産業を育成するための産業政策・ガバナ
ンス提案について検討する。 
実際の研究遂行においては、研究のテーマ
の新規性に由来する先行研究事例の乏しさ
に配慮し、以下のオーソドックスな研究ステ
ップにできるかぎり沿うことを心がけた。 
① 関連文献の包括的・網羅的調査 
② 市場や産業の現状調査 
③ 経済理論に立脚した分析仮説の設定 
④ アンケート調査等を用いた仮説検定 
⑤ 仮説モデルの修正・精緻化 
⑥ 政策インプリケーションの考察 
 
４．研究成果 
ブロードバンド環境下において成立しつ
つあるOTT主導型エコシステムの円滑な育成
に資するための政策について、市場メカニズ
ムの働きを十二分に尊重しつつ、当該事業者
の円滑な育成を阻害しないという観点から
検討を行った。 
具体的には、permission-less innovation
という慣行に支えられたOTT産業の急速な発
展によるメリットを経済全体において享受
するためには、価格規制や参入規制といった
従来型の生産者規制ではなく、消費者利益の
保護に直接フォーカスした規制の方が適合
的であるという議論を展開し、消費者による
合理的なサービス選択を支援するための措
置こそが将来の政策介入の方向性であるべ
きことを主張した。一例として、OTT 事業者
による参入が急速に進んでいる音声通話サ
ービス分野については、品質確保と着信転送
サービスの保証だけで、産業育成には十分で
あることを定量的に明らかにした。 
ネットワーク中立性という名の下で議論



されているOTT事業者の事業基盤を提供する
ネットワーク事業者の行動規律をめぐる課
題については、電気通信事業法および NTT 法
によって規律されたわが国独自の産業構造
を加味した最適政策は、米国 FCC で採用され
ているような「行動規制＋個別判断」型であ
るという分析結果を得、米国や EU における
政策展開との比較を行っている。また、ネッ
トワーク容量制約の顕在下のもとで、ネット
ワーク事業者が利潤拡大の観点から近年採
用を進めているゼロレーティングについて
も分析を行い、問題の核心はゼロレーティン
グの適否ではなく、それを採用するネットワ
ーク事業者自身の市場支配力の有無にある
ことを指摘し、学会報告や論文公表を通じて
内外に発信した。 
研究期間における主な成果はそれぞれ次
のとおりである。 
 
【平成 25 年度】 
平成 25 年度は、ブロードバンドエコシ
ステムの中核となりつつあるOTT産業をめ
ぐる規制フレームワークの問題に着目し
た。ネットワーク設備の保有を基礎とする
市場支配力行使に対する規律付けを目指
した従来型の規制体系に代えて、消費者保
護の視点を規制根拠とする新たな規制体
系の導入を図るべきであるとの主張をま
とめ、5月 31日に米コロンビア大学で開催
されたワークショップで報告した。 
OTT 産業にとって不可欠なインフラであ
るインターネットのガバナンスのあり方
を巡る問題であるネットワーク中立性問
題に関しては、日本の状況を APrIGF の招
待講演において紹介し、海外有識者と意見
交換を行った。さらに、米国のオープンイ
ンターネット命令に関する 2014 年 1 月の
米国連邦控訴裁判所の決定や、EU での議論
の状況について現状調査・分析を行った。 
最後に、OTT サービスに対する消費者行
動を明らかにするため、電子商取引市場に
おける個人情報の取扱いに関する消費者
側の支払意思額を実証的に分析し、イタリ
アで開催された国際電気通信学会で報告
を行った。 
 

【平成 26 年度】 
平成 26 年度は、前年度成果をもとにさ
らに分析を深め、中間的成果については適
宜報告を行うことで、有識者からのインプ
ットを取り込むなど、研究目的達成に向け
て着実な一歩を進めた。 
ブロードバンドエコシステムに対する
最適規制フレームワークの検討というテ
ーマについては、最も基本的な音声通話サ
ービスにおけるOTT事業者の参入可能性と
それを妨げる参入障壁の大きさを実証的
に分析し、国内外で開催された学会におい
て具体的な政策提言とともに報告し、論文
を投稿した。また、ネットワーク中立性問

題をめぐる最適規制構築についても、わが
国と米国のブロードバンドエコシステム
の異質性を踏まえた政策分析を実施し、わ
が国においては基本的に既存の競争法の
枠組みで処理すべきとの提言をまとめ、3
月に開催された学会で報告を行っている。 
また、OTT 事業展開の基盤となるネット
ワークインフラの品質問題に関する情報
収集についても分析を行い、年度当初より
複数の学会で報告した。なお、報告内容に
ついては、総務省研究会（「インターネッ
トのサービス品質計測等の在り方に関す
る研究会」）に対するパブリックコメント
の基礎的資料として活用した。 
 
【平成 27 年度】 
平成 27 年度は、前二年度の成果を中間
的にとりまとめ、学会誌等により公表した。
また、これまでの研究をさらに深化させ、
得られた知見をブロードバンドエコシス
テムの変化という大局的観点から再構成
することを試み、ブロードバンド産業のプ
ラットフォーム機能の役割の顕在化とそ
れがOTT産業を含むエコシステムにもたら
す影響、さらにはそれに係る政策課題の所
在について6月にスペインで開催された国
際電気通信学会などで報告し内外の有識
者と議論を深め、論文投稿を行った。 
一方、消費者行動に関する調査について
は、OTT サービスのなかでもシェアを急速
に増大させつつあるビデオ画像に対する
性向を実証的に解析し、論文としてまとめ
るべく作業を進めた。ITU 全権委員会会合
のフォローアップ調査については、インタ
ーネットガバナンス会議への参加を通じ
て関連の情報の入手を行った。 
また、議論の過程や関連する情報収集に
おいて、OTT 市場に対するブロードバンド
産業の積極的介入であるゼロレーティン
グの問題が明らかになり、OTT 主導型エコ
システムの成否を左右する可能性が予想
されるに至っている。新たに見出された本
論点に関しても調査を行い、その結果を 10
月に米国で開催された国際電気通信学会
で報告を行い、論文として取りまとめる作
業を行った。 
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